
（電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく
書面交付請求による交付書面に記載しない事項）

上記事項につきましては、法令及び定款第15条の規定に基づき、書面交付請求をいただい
た株主様に対して交付する書面には記載しておりません。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に電子
提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。

第15期定時株主総会の招集に際しての電子提供措置事項

●計算書類
「個別注記表」

第15期（2022年２月１日～2023年１月31日）

アセンテック株式会社



個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券
　　その他有価証券

・市場価格のない株式等
以外のもの 時価法により算定しております。なお、評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。
・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法により算定しております。ただし、外貨建その

他有価証券は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は
評価差額として処理しております。また、評価差額は、全部純資産直入
法により処理しております。

②　棚卸資産
・商品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切

下げの方法により算定）
・仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げ

の方法により算定）
⑵　固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産 定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建
物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物
附属設備及び構築物については定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　　　　　　　　　８年～15年
工具、器具及び備品　　　　２年～15年

②　無形固定資産 自社利用のソフトウエアは、社内における利用可能期間（５年）に基づ
く定額法によっております。
販売目的ソフトウエアは見込有効期間（３年）における見込販売数量に
基づく償却額と販売可能な残存有効期間に基づく平均償却額を比較し、
いずれか大きい金額を計上する方法によっております。

⑶　繰延資産の処理方法
株式交付費 株式交付費は、支出時に全額費用処理しております。

⑷　引当金の計上基準
貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上することとしております。
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⑸　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており
ます。

⑹　重要なヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。
②　ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…為替予約取引

ヘッジ対象…外貨建予定取引
③　ヘッジ方針 為替予約は外貨建営業債権債務に係る将来の為替レート変動リスクを回

避する目的で個別的に為替予約取引を行っております。
④　ヘッジ有効性評価の方法 外貨建輸入取引（ヘッジ対象）とその外貨建輸入取引の為替リスクをヘ

ッジする為替予約（ヘッジ手段）とは重要な条件が同一であり、ヘッジ
に高い有効性があるため有効性の判断を省略しております。

⑺　収益及び費用の計上基準
　主たる事業であるITインフラ事業のうち、商品売上とサービス売上における主な履行義務の内容及び
収益を認識する通常の時点は以下のとおりであります。

①　商品販売
　商品の販売については、商品の引渡時点において顧客が当該商品に対する支配を獲得し履行義務が充
足されると判断されることから、当該商品の引渡時点で収益を認識しております。ただし、出荷時から
当該商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷した時点で収益を
認識しております。

②　ソフトウェアの販売
　ソフトウェアの販売については、顧客にソフトウェアの引き渡しを行い、利用できる状態になった時
点で履行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。

③　サブスクリプションサービス、保守サービス
　契約期間にわたってサービスを提供する義務があり、契約に定められたサービス提供期間で義務を履
行するにつれて顧客が便益を享受すると考えられることから、契約に定められたサービス提供期間にわ
たり収益を認識しております。

④　代理人取引
　当社が商品又はサービスを顧客に移転する前に、当該商品又はサービスを支配している場合には、本
人取引として収益を総額で認識し、支配していない場合や当社の履行義務が商品又はサービスの提供を
手配することである場合には代理人取引として収益を純額（手数料相当額）で認識しております。

⑤　準委任契約等（派遣契約含む）
　準委任契約等については、日常的又は反復的なサービスであり、契約期間の経過に応じて履行義務が
充足されると判断しており、顧客との契約において約束された金額を役務提供期間に合わせて、収益を
認識しております。

－ 2 －



⑥　請負契約等
　請負契約による取引については、主として顧客の要求する仕様に沿ったシステムを設計、構築し顧客
に納品するものであり、当該契約における義務を履行することにより、資産の価値が生じる又は資産の
価値が比例的に増加するものではなく、完成・納品することにより価値が増加する性格を有しているた
め、検収基準により収益を認識しております。

２．会計方針の変更に関する注記
　⑴　収益認識に関する会計基準等の適用

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」と
いう。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該
財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。
　これにより、一部の契約において権利を付与した時点で売上を計上していたものの、その履行義務の性質
上、サービス提供期間で履行義務が充足すると考えられる取引について、一定期間で収益を計上する方法に
変更しております。
　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに
従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度
の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。
　この結果、収益認識会計基準等の適用による、当事業年度の損益及び期首利益剰余金に与える影響は軽微
であります。

　⑵　時価の算定に関する会計基準等の適用
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」
という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基
準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計
基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。
　なお、計算書類に与える影響はありません。
　また、「金融商品に関する注記」において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注記
を行うことといたしました。
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　有形固定資産の減価償却累計額 162,390千円

該当事項はありません。

３．会計上の見積りに関する注記
　　非上場株式等の評価
　⑴ 当事業年度の計算書類に計上した金額
　　①　投資有価証券のうち、非上場株式等　187,916千円
　　②　投資有価証券評価損　　　　　　　　　　－   千円
　⑵識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　　①　算出方法

非上場株式等の評価において、投資先の財政状態が悪化し、株式の実質価額が著しく下落した場合に
は、取得価額を実質価額まで減額しております。また、投資先の超過収益力を反映した価額で取得した
株式については、取得時に把握した超過収益力が引き続き存続する場合に、投資先の純資産持分相当額
に超過収益力を加味して株式の実質価額を算定しております。

　　②　主要な仮定
当社は、取得時に把握した超過収益力が決算日に存続しているかを評価する際には、取得時の投資先の
事業計画が引き続き実現可能な計画であることを検討しております。当該事業計画の主要な仮定として
売上高及び当期純利益の金額が考慮されています。

　　③　翌事業年度の計算書類に与える影響
主要な仮定である将来の売上高及び当期純利益の金額は、見積りの不確実性が高く、当該主要な仮定が
変動することに伴い、投資先の実績が事業計画を下回った場合には、超過収益力等の評価に影響を及ぼ
し投資有価証券評価損を計上する可能性があります。

４．貸借対照表に関する注記

５．損益計算書に関する注記
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普通株式 13,536,800株

普通株式 271,172株

決 議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

1株当たり
配当額（円） 基 準 日 効 力 発 生 日

2022年４月26日
定時株主総会 普通株式 93,774 7.00 2022年１月31日 2022年４月27日

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2023年４月26日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 92,859 7.00 2023年１月31日 2023年４月27日

６．株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数

⑵　当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

（注）当社は、2022年５月18日開催の取締役会決議に基づき、譲渡制限付株式報酬としての自己株式19,200
株の処分を行いました。また、2022年９月14日開催の取締役会決議に基づき、自己株式150,000株の取
得を行いました。

⑶　剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払金額

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの

⑷　当事業年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。)の目的となる

　　株式の種類及び数

　　　普通株式 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　487,600株
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７．金融商品に関する注記

⑴　金融商品の状況に関する事項
①　金融商品に対する取組方針

　安全性の高い預金等の金融資産で運用しております。
　売掛金に関する顧客の信用リスクは、取引先の財務状況や取引実績を評価し、それに基づいて取引限度
　額の設定・見直しを行うことにより、リスクの低減を図っております。
　デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であり
　ます。

②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
　営業債務である買掛金、未払金は、１年以内の支払期日であります。
　このうちの一部は、金利の変動リスクに晒されております。
　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした為替予
　約取引であります。
　投資有価証券は、業務上の関係を有する上場企業や非上場企業の株式であり、上場株式は市場価格の変
　動リスクに、未上場株式は企業価値の変動リスクに晒されております。

③　金融商品に係るリスク管理体制
a 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、営業債権について、取引先ごとの期日管理及び残高管理の徹底を行うとともに与信管理規程
　に基づき、年１回与信限度額水準の見直しを行い、信用リスクの低減を図っております。
b 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

外貨建ての営業債務については、為替の変動リスクに対して、原則として為替予約を利用してヘッジ
　しております。

投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しております。
c 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維
　持などにより流動リスクを管理しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することがあります。
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貸借対照表計上額 時 価 差 額

⑴ 投 資 有 価 証 券

そ の 他 有 価 証 券 138,926 138,926 －千円

資産計 138,926 138,926 －

デ リ バ テ ィ ブ 取 引
ヘッジ会計が適用されてい
ないもの (9,743) (9,743) －
ヘッジ会計が適用されてい
るもの (4,372) (4,372) －

デリバティブ取引 計（*） (14,115) (14,115) －

区分 貸借対照表計上額

非上場株式 187,916千円

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2023年１月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。

（*）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項
目については、(　)で示しております。

（注）１．「現金及び預金」、「売掛金」、「買掛金」、「未払金」については、現金であること、及び短期間
で決済されるため、時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

２．市場価格がない株式等は、「⑴投資有価証券」には含めておりません。当該金融商品の貸借対照表計
上額は以下のとおりであります。
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区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
その他有価証券

株式 138,926 － － 138,926
資産計 138,926 － － 138,926

デリバティブ取引
通貨関連 － （14,115） － （14,115）

負債計 － （14,115） － （14,115）

⑶　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ
ルに分類しております。

レベル1の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該
時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル2の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル1のインプット以外の時価の
算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル3の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらの
インプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低い
レベルに時価を分類しています。

①　時価をもって貸借対照表計上額とする金融商品
（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券
　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時
価をレベル１の時価に分類しております。
デリバティブ取引
　デリバティブ取引の時価は、取引先金融機関から提示された価格に基づいて算定しており、レベル２の
時価に分類しております。
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売上区分 金額

一時点で移転される財またはサービス
千円

5,109,822
一定の期間にわたり移転される財またはサービス 1,205,497
顧客との契約から生じる収益 6,315,319
その他の収益 －
外部顧客への売上高 6,315,319

金額

契約負債（期首残高）
千円

752,291
契約負債（期末残高） 738,804

金額

１年以内
千円

336,269
１年超 402,534

合計 738,804

８．収益認識に関する注記
⑴顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当社は、ITインフラ事業の単一セグメントであり、主要な顧客との契約から生じる収益を分解した情
報は以下のとおりであります。

⑵顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　収益を理解するための基礎となる情報は、「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記⑺ 収益及び
費用の計上基準」に記載のとおりです。

⑶当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
①契約負債の残高等

契約負債は、主として顧客からの前受金に関するものであります。契約負債は収益の認識に伴い取り
崩されます。なお、当事業年度に認識された収益のうち期首現在の契約負債に含まれていた金額は
328,705千円であります。

②残存履行義務に配分した取引価格
　残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下のとおりでありま
す。
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繰延税金資産
減価償却費 1,413千円
未払事業税 11,900千円
棚卸資産 1,583千円
未払賞与 1,080千円
貸倒引当金 2,976千円
役員退職慰労引当金 9,417千円
ソフトウエア 4,189千円
株式報酬費用 1,214千円
繰延ヘッジ損益 1,338千円
その他 2,436千円

繰延税金資産合計 37,549千円
繰延税金負債

倒産防止共済 △2,449千円
その他有価証券評価差額金 △10,699千円

繰延税金負債合計 △13,148千円
繰延税金資産の純額 24,400千円

⑴　１株当たり純資産額 198円52銭
⑵　１株当たり当期純利益 32円90銭

９．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

10．１株当たり情報に関する注記
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